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１ 「体験の機会の場」の認定制度について 

「体験の機会の場」認定制度は，土地又は建物の所有者などが，その土地や建物で提供する自然体

験活動の場や環境保全の意欲の増進のための体験の機会の場（以下「体験の機会の場」という。）で

行う事業の内容等が以下の法律や基本方針に適合していることを認定するものです。 

中核市である高知市では，この制度のために提供される土地又は建物の全部が高知市の市域内に含

まれるときは，法律の特例により高知市長が認定に係る事務を行います。 

○「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（平成15年法律第130号。以下「法」と

いう。） 

○「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則」（平成 24 年文部科学省・農林

水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第２号。以下「省令」という。） 

○「環境保全活動，環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方

針」（平成 24 年 6 月 26 日閣議決定。以下「基本方針」という。） 

 

２ 認定の対象について 

個人，民間団体等が提供する自然体験活動等の体験の機会の場を対象とします。 

（例）・ 地主が所有する里山をＮＰＯに提供，ＮＰＯが自然体験ツアーを主催 

・ 事業者がリサイクル工場を，工場見学のために学校に公開 など 

 

３ 申請者の要件について 

土地又は建物の所有者若しくは使用及び収益を目的とする権利（臨時設備その他一時使用のため設

定されたことが明らかなものは除く。）を有する個人，民間団体等とします。 

なお，次のいずれかに該当する場合は申請できません。 

① 法第 20 条の６第１項の規定により認定を取り消され，その取り消しの日から２年を経過しない

者（「12 認定の取り消しについて」参照） 

② 法人その他の団体であって，その役員（法人でない団体であっては，その代表者）のうち上記

①に該当する者があるもの 

 

４ 認定の要件について 

 体験の機会の場で行われる事業の内容等が次の(1)～(3)のすべての要件に適合していることが必

要です。 

(1) 基本方針に照らして適切なものであること。 

《具体的な内容》 

基本方針の２(2)⑥「体験の機会の場の認定」に示す内容に沿っていることのほか，基本方針

の１(3)「取組の基本的な方向」に記す内容に反していないこと，その他基本方針全体に照らし

て適切なものであること。 

(2) 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進に関する事業の内容が以下の基準に適合する

ものであること。 

① 環境の保全に関する学習の機会の提供を行うこと。 

・ 学習の機会については，地域の課題等を扱った環境教育や環境保全活動等のプログラムを実

施し，参加者が自然体験や社会体験，生活体験等の実体験を通じた様々な経験をする機会を提
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供するものであること。 

② 適切な計画が定められていること。 

・ 計画には年間を通じた具体的な事業計画が記載されていること。 

③ 認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の参加者及び実施者の安全の確保を図るための

措置が講じられていること。 

・ 当該事業について，安全確保のための計画やマニュアル等が定められていること。 

・ 当該事業のスタッフへの事前講習の実施などにより，安全管理体制が整備されていること。 

・ 危険箇所がある場合にはその箇所に表示がなされていること及び参加者に対して危険箇所の

周知がなされていること。 

・ 事故発生時に備えて，事業者が責任を果たすことができる対策がなされていること（施設賠

償責任保険，レクリエーション保険の加入等）。 

④ 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

・ 当該事業実施のために必要な場合等の正当な理由がある場合を除いて，国籍や信条，所属団

体等を理由として，当該事業の参加者の参加条件や参加者への対応について不当な差別を行わ

ないこと。 

⑤ 利益の分配その他営利を主たる目的とするものでないこと。 

・ 当該事業への参加費用等による事業収益を株主に配当する等，営利を主たる目的としないこ

と。ただし，当該事業の実施主体又は申請に係る土地又は建物の所有権を有する者が，株式会

社等の営利団体であることのみをもって認定対象から外れるものではないこと。 

⑥ 認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業に３年以上従事した経験を有する者若しくはこ

れと同等以上の知識及び技能を有する者により行われ，又はこれらの者の指導の下に適切に行わ

れるものであること。 

(3) 当該事業が行われる土地又は建物について，安全の確保その他の適切な管理が行われているこ

と。 

《具体的な内容》 

・ 当該事業が行われる土地又は建物について定期的に安全点検を実施し，危険がある場合に回

避のための措置が講じられているほか，定期的な清掃や，土地又は建物の付属設備に不具合が

生じた場合の維持補修等が計画を定めて実施されていること。 

・ 当該事業が行われる建物や土地及び土地内の工作物について，法令で規定している基準等を

遵守し，適切な管理が行われていること。 

【根拠条文：法第 20 条第１項・省令第８条】 

 

５ 申請にあたっての提出書類・提出先など 

(1) 受付期間 

随時受け付けます。 

(2) 提出書類 

① 体験の機会の場の認定申請書（省令様式第７） 

② 添付書類 

ア 申請者が個人である場合は，その住民票の写し 

イ 申請者が法人その他の団体である場合は，その定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又

はこれに準ずるもの 
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ウ 申請者が法第 20条第４項各号の規定に該当しないことを説明した書面（別紙１） 

エ 直近の３事業年度の各事業年度における認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の実績

を記載した書類（別紙２） 

オ 申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書（別紙３）及び収支予算書（別

紙４） 

カ 認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の参加者及び実施者の安全の確保を図る措置

（当該事業に係る土地又は建物の管理に関する事項を含む。）について記載した書類（別紙５） 

キ 認定の申請に係る体験の機会の場で行い事業について知識及び経験を有する者の確保の状況

その他の業務の実施体制について記載した書類（別紙６） 

ク 認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の参加に要する費用の額及び当該事業の参加定

員に関する事項を記載した書類（別紙３に記載。） 

ケ 認定の申請に係る土地又は建物の位置を示す地図及び当該土地若しくは建物の登記事項証明

書又はこれに準ずるもの 

コ 認定の申請に係る体験の機会の場において環境保全の意欲の増進に関する事業を実施するこ

とについての当該事業の実施者の同意書（別紙７） 

→申請者が体験の機会の場で事業を実施しておらず，土地所有者である場合のみ 

サ 高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則関係に該当しないことを説明した書面 

シ その他参考となるべき事項を記載した書類 

【根拠条文：法第 20 条第 3 項，省令第 9 条，要領第３条】 

(3) お問い合わせ・提出先 

〒780-8571 

高知市本町５丁目１－45 

高知市環境部環境政策課 （第二庁舎３階） 

ＴＥＬ 088-823-9209 

 

６ 審査方法について 

認定は，申請書による書類審査及び担当職員等による現地調査から市で審査し，申請者へその結果

を通知します。 

【根拠条文：要領第４条】 

 

７ 認定の有効期間について 

申請に係る体験の機会の場における事業の実施期間や継続性を勘案して，個々の申請ごとに，当該

認定の日から起算して５年を超えない範囲内において定め，市から申請者へ通知します。 

【根拠条文：法第 20 条の 2第 1 項，要領第５条】 

 

８ 変更届について 

認定を受けた体験の機会の場を提供する個人，民間団体等（以下「認定民間団体等」という。）は，

認定体験の機会の場で行う事業の内容等を変更するとき又はその提供を行わなくなったときは，事実

の発生から 30 日以内に，「認定体験の機会の場の変更届出書」（省令様式第８）又は「認定体験の機

会の場廃止届出書」（省令様式第９）の届出書を提出してください。 

【根拠条文：法第 20 条第 8 項，省令第 10 条】 
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９ 認定の有効期間更新について 

認定民間団体等で更新を受けようとする場合は，有効期間満了日から 30日前までに，「認定体験の

機会の場更新申請書」（様式第 10）と別表１の書類を添付の上，市へ提出してください。 

書類審査及び担当職員等による現地調査を行った後，申請者へ結果を通知します。 

【根拠条文：法第 20 条の２，省令第 11 条，要領第８条】 

 

10 状況報告について 

認定民間団体等は，「事業実施状況報告書」（細則様式第６号）に別表２による提出書類を添付の上，

毎年５月 31 日までに市へ提出してください。 

ただし，当該認定に係る体験の機会の場で行う事業が年度を超えて行われる場合等，年度ごとの実

施の状況及び収支決算の報告が困難であるときは，市長が別に定める期間における報告を行ってくだ

さい。 

【根拠条文：法第 20 条の４，省令第 12 条，要領第９条】 

 

11 周知等について 

認定民間団体等は，当該土地又は建物が認定体験の機会の場である旨の表示をすることができます。

また，市は，認定をしたときは，インターネットの利用，印刷物の配布その他適切な方法により，当

該事業について周知します。 

【根拠条文：法第 20 条の３，要領第６条】 

 

12 認定の取消しについて 

認定体験の機会の場で行う事業の内容等について，次のいずれかに該当する場合には，認定を取消

し，当認定の取消しを受けた団体等に通知します。 

① 認定体験の機会の場で行う事業の内容等が，認定の要件（「４ 認定の要件」参照）に適合しな

くなったとき。 

② 法第 20 条第８項の規定による届出（「８ 変更届」参照）をせず，又は虚偽の届出をしたとき。 

③ 認定体験の機会の場で行う事業の内容等について報告又は資料の提出を求められて，報告若し

くは資料の提出をせず，又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき（「10 状況報告」参照）。 

④ 偽りその他不正な手段により認定を受けたとき。 

【根拠条文：法第 20 条の６，要領第 11 条】 
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別表１ 申請及び更新時に添付する書類 

添付書類の種類 書類名 

(1) 申請者が個人である場合は，その住民票

の写し 

■住民票の写し（申請日前６か月以内のもの） 

(2) 申請者が法人その他の団体である場合

は，その定款若しくは寄附行為及び登記事

項証明書又はこれらに準ずるもの 

■株式会社，社団法人，ＮＰＯ法人等の定款がある場

合は，定款及び登記事項証明書（登記事項証明書につ

いては申請日前６か月以内に法務局で発行されたも

の） 

■財団法人については，寄附行為及び登記事項証明書

（登記事項証明書については申請日前６か月以内に法

務局で発行されたもの） 

■法人格を持たない任意の団体の場合は，団体に関す

る基本的な事項が記載されているもので次に掲げる事

項を含むもの 

・団体名 

・代表者の氏名及び住所等 

・団体の連絡先（電話番号，住所等） 

・団体の目的 

・団体が実施している事業や活動等の概要 

・役員がいる場合は，役員に関する事項 

・当該書類の策定日，改訂日等 

(3) 申請者が法第20条第４項各号の規定に該

当しないことを説明した書面 

■申出書（別紙１） 

(4) 直近の３事業年度の各事業年度における

認定の申請に係る体験の機会の場で行う事

業の実績を記載した書類 

■直近３事業年度の実績（別紙２） 

 

(5) 申請の日の属する事業年度及び翌事業年

度における事業計画書及び収支予算書 

■事業計画書（別紙３） 

■収支予算書（別紙４） 

(6) 認定の申請に係る体験の機会の場で行う

事業の参加者及び実施者の安全の確保を図

るための措置（当該事業に係る土地又は建

物の管理に関する事項を含む。）について

記載した書類 

■体験の機会の場における安全対策（別紙５） 

(7) 認定の申請に係る体験の機会の場で行う

事業について知識及び経験を有する者の確

保の状況その他の業務の実施体制について

記載した書類 

■体験の機会の場における事業実施体制（別紙６） 

(8) 認定の申請に係る体験の機会の場で行う

事業の参加に要する費用の額及び当該事業

の参加定員に関する事項を記載した書類 

※事業計画書（別紙３）に記載すること 

(9) 認定の申請に係る土地又は建物の位置を

示す地図及び当該土地若しくは建物の登記

事項証明書又はこれに準ずるもの 

■当該地の土地公図（申請日前６か月以内に法務局で

発行されたもの） 

■当該地及び建物の登記事項証明書（申請日前６か月

以内に法務局で発行されたもの） 

■申請者が当該地の所有権を有しない場合は，使用す

る権利を有することを証する書類の写し 

■申請者が当該建物の所有権を有しない場合は，使用

する権利を有することを証する書類の写し 

(10) 認定の申請に係る体験の機会の場におい

て環境保全の意欲の増進に関する事業を実

施することについての当該事業の実施者の

同意書 

■実施者の同意書（別紙７） 

※申請者が体験の機会の場で事業を実施しておら

ず，土地又は建物の所有者である場合のみ必要 

(11) 高知市事業等からの暴力団の排除に関す

る規則関係に該当しないことを説明した書

面 

■誓約書（別紙８） 

(12) その他参考となるべき事項を記載した書 

類 
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別表２ 運営状況の報告（毎年）に添付する提出書類 

添付書類の種類 書類名 

(1) 前年度における認定に係る体験の機会の

場で行う事業の実施状況を記載した書類 

 

■前年度事業実施状況報告（別紙９） 

■認定体験の機会の場における安全対策の実施状況

（別紙10） 

(2) (1)の事業に係る収支決算 ■上記(1)の事業に係る収支決算（別紙 11） 
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省令様式第７（第９条関係） 

 

体験の機会の場の認定申請書 

 ※整 理 番 号        

   

年  月  日  

高知市長 様 

 

     
                        申請者 

 

 

  
氏名 

 

住所 

  
 

印 

 
 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条第３項の規定により，次のとお

り申請します。 

 
体験の機会の場の名称及び

所在地   

 
体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の内容   

 

体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の対象となる者の範囲 
 

 

認定の申請に係る事業のた

めに体験の機会の場を提供

する期間 

      年 月   日から   月   日まで 

   

    

   

 

備考 

 １ ※の欄には，記載しないこと。 

２ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては，「氏名」については，法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し，「住所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本

人（法人その他の団体にあっては，その代表者）が署名することができる。 
４ 「体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進に関する事業の対象となる者の範囲」について

は，特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでない旨を説明すること。 

５ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 
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省令様式第８（第 10 条関係） 

 

認定体験の機会の場変更届出書 

 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 高知市長 様 

 

                      届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

印 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条第３項各号に掲げる事項を変更

したので，同条第８項の規定により，次のとおり届け出ます。 

 
体 験 の 機 会 の 場 の 名 称   

 

変 更 の 内 容        

変 更 前        

変 更 後        

変 更 の 年 月 日               年    月    日 

変 更 の 理 由                

 

 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては，「氏名」については，法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し，「住所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本人

（法人その他の団体にあっては，その代表者）が署名することができる。 

３ 「体験の機会の場の名称」には，変更前の名称を記載すること。 

４ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 
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省令様式第９（第 10 条関係） 

 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては，「氏名」については，法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し，「住所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本人

（法人その他の団体にあっては，その代表者）が署名することができる。 

３ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

 

認定体験の機会の場廃止届出書 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 高知市長 様 

 

 

                     届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

印 

 

 認定体験の機会の場を廃止したので，環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法

律第20条第８項の規定により，次のとおり届け出ます。 

 
体 験 の 機 会 の 場 の 名 称   

 

廃 止 の 年 月 日               年    月    日 

廃 止 の 理 由                
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省令様式第 10（第 11 条関係） 

 

認定体験の機会の場更新申請書 
 

    整 理 番 号              

      
年  月  日 

 高知市長 様 

 

 

                       申請者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

印 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条の２第２項の規定により，次の

とおり申請します。 

 体験の機会の場の名称及び

所在地  
 

 体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の内容  

 

 
体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の対象となる者の範囲 
 

 

認定の申請に係る事業のた

めに体験の機会の場を提供

する期間 

年 月   日から   月   日まで 

   

    

    

 

 

備考 

１ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては，「氏名」については，法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し，「住所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本

人（法人その他の団体にあっては，その代表者）が署名することができる。 

３ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 
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細則様式第６号（第８条関係） 

年  月  日 

高知市長 様 

 

報告者 

 

 

氏名又は名称 

及び代表者名 

                   

住所 

 

 

 

印 

 事業実施状況報告書 

 

下記の体験の機会の場において実施した環境教育等による環境保全の取組の促進に関する

法律第 20条の４第１項の規定により，その運営の状況を報告します。 

 

報告対象期間    年  月  日から    年  月  日まで 

 

 
体験の機会の場の名称及び

所在地 
  

 
体験の機会の場で行う事業

の内容 
  

 

体験の機会の場で行う事業

の対象となる者の範囲 
 

 

体験の機会の場で行う事業

のために当該体験の機会の

場を提供する期間 

 年  月   日から   年  月  日まで 

 

 

 

 

備考 

１ 提出者が法人その他の団体の場合にあっては，法人その他の団体の名称及び代表者の氏名を記載し，「住所」につい 

ては，主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本人（法人その他の団 

体にあっては，その代表者）が署名することができる。 

３ 当該事業に係る収支決算書を添付すること。 

４ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 
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別紙１（施行規則第９条第２項第３号関係） 

申 出 書 

  

 

                                                                年  月  日 

 高知市長 様 

                         

 

                           申請者 

 

 

氏名又は名称 

及び代表者名 

 

住所 

 

 

 印 

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則第９条第２項第３号に基づ

き，下記のとおり説明します。 

 

記 

 

 申請者は（※），環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条第４項各号に

規定する欠格条項には該当していません。 

 

 

 

 

 

備考 

１  ※の「申請者は」は，「私は」，「当財団は」，「当団体は」，「当社は」等と記載する。 

２ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては，「氏名」については，法人その他の団体の名称及び代表者の氏名を記

載し，「住所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本人（法人その他の団

体にあっては，その代表者）が署名することができる。 

４ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 
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別紙３（施行規則第９条第２項第５号関係）事業計画書 

 

○○年度事業計画書 

 

 

 

 

 

 

体験の機会

について 

体験活動のプログラム名および

プログラムの内容 
所要時間 従事者数 参加定員数 参加費用 

※体験プログラム等の名称・タ

イトル」プログラムの内容，実

施場所，日時，対象者等につい

て詳細に記載する。 

 

○時間 ○人 ○人 ○○円 
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別紙４（施行規則第９条第２項第５号関係）収支予算書 

○○年度収支予算書 

 

収  入（※１） 

 

支  出（※２） 

項 目 収 入 額 項 目 支 出 額 

○○費 ○○円 ○○費 ○○円 

 

（合計A） 

 

円 

 

（合計B） 

 

円 

 

 

Ａ＞Ｂの場合の剰余金の使

途について 

（※３） 

 

備考 

１ 参加費等による収入，助成金等を記載する。また，事業主からの持ち出し金があれば，それについても記載する。 
２ 講師謝金，場所代，人件費，庶務費等，本事業を実施するためにかかる費用を記載する。 

３ 収入が支出を上回った場合の使途について記載する。例えば，「次年度の事業への繰り越し」，「○○購入のために積

み立てる」などと記載する。Ａ＝Ｂ及びＡ＜Ｂの場合は，記載不要。 
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別紙５（施行規則第９条第２項第６号関係） 

 

 

備考 

１ 施行規則第９条第２項第６号に規定する措置がとられていることについて記載する。 

２ 認定の申請に係る土地又は建物について，安全の確保その他の適切な管理が行われていない場合は認定の対象とな

りません。 

体験の機会の場における安全対策 

１ 安全管理体制の状況 

（安全確保マニュアルの作成状況等に
ついて記載する。また，参考となるマニ
ュアル等を添付する。） 

 

２ 事故発生時の対応体制と事故対応
訓練の実施状況 

（安全管理体制を確保するために実施
しているスタッフへの事前講習の内容
や回数等について記載する。） 

 

３ 危険箇所の点検状況及び対策状況 

（関連する図面等がある場合は添付す
る。） 

 

４ 危険箇所の表示状況及び参加者へ
の周知状況 

（危険箇所がある場合は，関連する図
面等を添付する。また，危険表示の対応
及び参加者への周知方法について記載
する。） 

 

５ 定期的な安全点検，清掃，維持補修
等の計画 

（土地・建物の付属設備に不具合が生
じた場合の維持補修計画及び補修状況
について記載する。） 

 

６ 土地，建物や工作物に関する関係
法令安全基準の遵守状況 

（関連する認定証等がある場合は添付
する。） 

 

７ 施設賠償責任保険やレクリエーシ
ョン保険等の加入状況（事故発生時
に備えて加入している施設賠償責任
保険やレクリエーション保険への加
入状況を記載する。保険等に加入し
ている場合は，証書の写しを添付す
る。） 

 

８ その他の安全対策及び事故発生時
の対応 

（関連する資料があれば添付する） 
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別紙６（施行規則第９条第２項第７号関係） 

 

体験の機会の場における事業実施体制 

１ 事業全体の運営体制 

（組織図等を記入） 

２ 個別の体験活動プログラム実施体制 

プログラム実施体制 （役割分担図等を記入） 

事業に従事する者の

経験等について 

（１）当該事業に３年以上従事した経験を有する者     名 

（２）上記（１）と同等以上の知識及び技能を有する者   名 

                        計   名 

※上記（２）の者が有する知識及び技能について 

（個人別に内容を記入。知識及び技能については類似施設での従

事歴や関連資格等について記入。） 

（３）上記（１）及び（２）に該当しない者        名 

※上記（３）の者に対する指導体制 

 
備考 

１ 認定のためには，申請に係る事業に３年以上従事した経験を有する者，若しくはこれと同等以上の知

識及び技能を有する者により行われ，又はこれらの者の指導の下に適切に行われるものである必要があ

ります。 

２ 実施プログラムが複数ある場合は，プログラムごとに作成する。 
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別紙７（施行規則第９条第２項第 10 号関係）実施者の同意書 

 

同 意 書 

年  月  日 

（申請者） 様 

 

                        

 

 

 

 

 

 下記のとおり，認定の申請に係る体験の機会の場において環境保全の意欲の増進に関する

事業を実施することについて同意します。 

 
体験の機会の場の名称及び

所在地   

 
体験の機会の場で行う事業

の内容   

 

体験の機会の場で行う事業

の対象となる者の範囲 
 

 

体験の機会の場で行う事業

のために当該体験の機会の

場を提供する期間 

年  月   日から   月   日まで 
 

 

 

 
                    氏名 

               事業実施者                     印 

                     住所 

 

 

 

 
備考 

１ 事業実施者が法人その他の団体の場合にあっては，「氏名」については，法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し，「住所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 
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別紙８（市暴力団排除規則関係） 

  誓  約  書 

         年   月   日 

高知市長 様 

氏名又は名称 

及び代表者名              印  
住  所 

 

 私は，高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（平成 23 年高知市規則第 28号。以下

「暴力団排除規則」という。）に基づき，市の事務又は事業により暴力団を利することとなら

ないように必要な措置を講じていることを認識したうえで，下記事項について誓約します。 

 なお，これらの事項に反する場合，体験の機会の場の認定の取消等，貴市が行う一切の措置

について異議の申し立てを行いません。 

 

記 

 

１ 申請者又はその役員若しくは使用人は，暴力団排除規則第４条各号のいずれにも該当し

ません。 

２ 上記１に違反したときには，体験の機会の場の認定の取消等，市が行う一切の措置につい

て異議の申し立てを行いません。 

 
備考 

１ 提出者が法人その他の団体の場合にあっては，法人その他の団体の名称及び代表者の氏名を記載し「住

所」については，主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 氏名（法人その他の団体にあっては，その代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本人（法

人その他の団体にあっては，その代表者）が署名することができる。 

３ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

  ○○○○高知市事業等高知市事業等高知市事業等高知市事業等からのからのからのからの暴力団暴力団暴力団暴力団のののの排除排除排除排除にににに関関関関するするするする規則規則規則規則（抜粋） 

（市の事業等からの暴力団の排除） 

第４条  市長は，市の事業等の契約等の相手方又はその役員等について警察等関係機関が次の各号
のいずれかに該当する者として確認したときは，次条から第９条までに定めるところにより，市
の事業等から排除するための措置を講ずるものとする。 

⑴  暴力団又は暴力団員等 

⑵ その契約に係る業務又は補助金等に係る事業（以下「業務等」という。）に関し，暴力団員
等を使用したと認められる者 

⑶ 暴力団員等を雇用している者 

⑷ いかなる名義をもってするかを問わず，暴力団に対して，金銭，物品その他財産上の利益を
与えたと認められる者 

⑸ 暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人の役員で
ある者 

⑹ その業務等に関し，暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認めら
れる法人等を利用していると認められる者 

⑺ 市の事業等に関し，暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認めら
れる法人等を利用していると認められる者 

⑻ その他暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると市長が認める者 
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別紙９（施行規則第 12条第１号関係）前年度事業実施状況報告 

○○年度事業実施状況 

１ 事業概要（事業全体を通じた目的，方針や学習の内容等） 

 

２ 事業実施スケジュール 
時期 実施事項 

月  日  

３ 事業における個別の体験活動プログラムの実施状況 

プログラム名  

学習目標  

実施内容  

実施場所  

実施期間  

参加対象者（参加条件）  

参加者人数  

１人又は 1 団体あたり
の参加費用 

 

※実施プログラムが複数ある場合は，プログラムごとに作成する。 
４ 発生した事故及びその再発防止策 

事故発生の有無 有  ・  無 

人的被害の発生の有無 有  ・  無 

事故発生年月日  

事故内容と対応  

再発防止策  

※複数回の事故が発生した場合は，事故ごとに作成する。  
備考 

※ 事業目的や方針が法に基づく基本方針等に照らして適切でない場合は，認定取消となる場合があります。 

特定の者に対して不当な差別的取扱いをする場合は，認定取消となる場合があります。 
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別紙 10（施行規則第 12条第１号関係） 

認定体験の機会の場における安全対策の実施状況  

 

備考 

１ 施行規則第９条第２項第６号に規定する措置がとられていることについて記載する。 
２ 認定の申請に係る土地又は建物について，安全の確保その他の適切な管理が行われていない場合は，

認定取消となる場合があります。 

 

１ 安全管理体制の状況 

（安全確保マニュアルの作成状況等について記載する。

また，参考となるマニュアル等を添付する。） 

 

 

２ 事故発生時の対応体制と事故対応訓練の実
施状況 

（安全管理体制を確保するために実施しているスタッ

フへの事前講習の内容や回数等について記載する。） 

 

 

３ 危険箇所の点検状況及び対策状況 

（関連する図面等がある場合は添付する。） 

 

 

４ 危険箇所の表示状況及び参加者への周知状
況 

（危険箇所がある場合は，関連する図面等を添付する。

また，危険表示の対応及び参加者への周知方法について

記載する。） 

 

 

５ 定期的な安全点検，清掃，維持補修等の計
画 

（土地・建物の付属設備に不具合が生じた場合の維持補

修計画及び補修状況について記載する。） 

 

 

６ 土地，建物や工作物に関する関係法令安全
基準の遵守状況 

（関連する認定証等がある場合は添付する。） 

 

 

 

７ 施設賠償責任保険やレクリエーション保険
等の加入状況 

（事故発生時に備えて加入している施設賠償責任保険

やレクリエーション保険への加入状況を記載する。保

険等に加入している場合は，証書の写しを添付する。） 

 

 

８ その他の安全対策及び事故発生時の対応 

（関連する資料があれば添付する） 
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別紙 11（施行規則第 12条第２号関係）前年度収支決算 

 

 

 
 

 

備考 

１ 収入欄は，参加費，助成金等の申請に係る事業に関する収入実績を記載してください。また申請に係る

事業以外の事業からの繰入金があれば，それについても記載してください。 

２ 支出欄は人件費，保険料，維持管理費，利益配当等，収入を基に支出したものを記載してください。 

３ 収入が支出を上回る場合には，剰余金の使途について記載してください。Ａ＝Ｂ及びＡ＜Ｂの場合は記

載不要です。 

４ 申請に関する事業が利益の分配その他の営利を主たる目的とする場合は，認定取消となる場合がありま

す。  

○○年度収支決算 

 

収  入 

 

支  出 

 

項 目 

 

収 入 額 

 

項 目 

 

支 出 額 

○○費 ○○円 ○○費 ○○円 

 

（合計A） 

 

円 

 

（合計B） 

 

円 

 

 

Ａ＞Ｂの場合の剰余

金の使途 

 


